
地域の実情と課題

連携団体

今後の課題

事業の効果

目的・目標

事業の特徴

◆女性活躍及び働き方改革に取り組む企業は増加しており、県内
企業の意識の高まりを感じる一方、女性の登用を促進するために
は企業・女性双方への働きかけや支援が必要。
●県内企業における女性管理職候補の育成（Ｒ１本県調査）
・今後３年以内に女性管理職を増やしたい 約24％
●県内の働く女性の就業への意識（Ｒ1本県調査）
・将来管理職以上を目指したい 7.3％

◆育児や介護により働きたくても働けていない女性がいる

◆女性管理職の登用促進に重点化し、企業及び女性自身に対し、
 登用促進のための働きかけや支援を行う。

◆現在の働き方の多様化に対応する企業の働き方改革の促進や、
 女性の新たな働き方に向けた支援を行う。

◆事業の効果
・リーダー表彰受賞企業の取組発信や女性活躍等に関するトップ
セミナーなどにより、県内企業の女性活躍に向けた取組の促進

・テレワーカー養成講座の開催や働き方改革の取組の普及により、
育児や介護との両立に悩む女性の就業を促進

 ◆目標の達成状況
・いばらき女性活躍・働き方応援協議会会員企業数

820社（R6年度末）
・管理的職業従事者に占める女性の割合

11.5％（R4）※就業構造基本調査

◆目的
・女性管理職の登用促進、実態の把握
・働き方改革促進、女性の多様な働き方の推進

◆目標
・いばらき女性活躍・働き方応援協議会 会員企業数

1,200社（R7年度末）
・管理的職業従事者に占める女性の割合 18.0％（R7）

「いばらき女性活躍・働き方応援協議会」
＜構成団体＞
・茨城県経営者協会
・茨城県商工会議所連合会
・茨城県商工会連合会
・茨城県中小企業団体中央会
・連合茨城
・茨城県社会保険労務士会
・茨城労働局
・茨城県

◆今年度に実施した「茨城県女性活躍推進に関する企業調査」か
らは、本県における男女間賃金格差の要因として考えられる「管理
職に占める女性の割合」や、男性の育児休業の取得について、多く
の課題があることから、女性管理職の増加や男性育児休業に取り
組む必要がある。

女性が働きやすい職場づくり 【茨城県】
個別事業費 ８,１６６ 千円

交付金額 ４,０８３ 千円

事業番号 ２



テレワーカーの養成 働き方改革モデルの横展開 働き方改革優良企業認定 女性活躍推進企業調査

概
要

仕事と家庭の両立が難しく働きたくても
働けない女性が自身のライフスタイルに
合わせた働き方が実践しやすくなる「自
営型テレワーカー」として働くためのスキ
ルやマインドを学ぶ講座を開催

経営者への意識啓発に取り組む
ほか、働き方改革に積極的に取
り組み、顕著な成果のあった優
良事例の紹介等により、横展開
を実施

働き方改革に積極的に取り
組み、その実績が優れた企
業等を「優良企業」、または
「推進企業」として認定。

今後の女性活躍推進施策
の方向性等を検討するため
の基礎資料とするため、県
内企業を対象としたアン
ケートを実施

対
象

県内在住で自営型テレワークとして就業
を希望する女性 等

県内企業
県内に本店、本社又は事業
所等を置く企業等

県内の企業3,000社

実
績
等

①入門コース
②スキルアップコース
ア：ＣＡＤ製図基礎コース
イ：ＳＮＳ運用コース

③テレワーク活用セミナー＆ビジネス
マッチング交流会
【参加者数】
①53名、②ア：20名、イ：22名
③セミナー11社

  交流会：10社、テレワーカー21名

○働き方改革優良（推進）認定企
業の取り組み事例の発信

【内容】

ポータルサイト等で認定企業の
取り組みを掲載し、県内企業へ
優良事例として普及。

【認定基準】

・多様な働き方を実現するた
めの制度があるか

・業務の効率化や生産性の向
上に取り組んでいるか

・女性、高齢者、障害者などの
多様な人材の活躍に取り組ん
でいるか
【認定企業数】235社（R7.3末）

【調査内容】
女性活躍に向けた意識上
の課題、女性活躍に向けた
取組の実態等
【有効回答数】

1,047社（34.9％）

   ※認定企業の

     優良な取組を
     ポータルサイト
     等を通じて
     情報発信し
     県内企業の
     働き方改革の
     取組を促進

テレワーカーの養成
スキルアップコースの様子 優良企業認定チラシ 企業調査結果報告書

○取組概要及び実績

事業の概要
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